
＜今後の対応の方向性＞
上記の趣旨等を踏まえ、労働者の健康保持増進の措置として、保険者との連携をより一層推進する。
（１）運用上の対応
・ 事業者の同意なしで健診機関から保険者に直接健診結果を送るための条項を盛り込んだ、事業者と健診機関の契約書のひな形を作成し、健診機関から保険者
に健診データを直接送ることを推進する。
・ 健診機関から保険者を経由してマイナポータルで提供されるまでの健診データの流れをスムーズにするために必要な保険者番号や被保険者番号等を健診時に
取得するため、その記載欄を設けた問診票のひな形を作成し、その使用を推進する。
・ 安衛法の定期健診時に、運用上、定期健診と特定健診の全項目を一体的に実施することを推進する。また、血糖検査の取扱いを特定健診に揃える。

（２）THP指針の充実・強化
・ THP指針に、保険者に事業主健診データを提供すべき旨等を規定する方向で検討する。

事業主健診における保険者との連携について

＜背景＞

○ 「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」（昭和63年９月１日健康保持増進のための指針公示第１号。以下「ＴＨＰ指針」という。）に
おいて、健康保持増進対策の推進体制を確立するための事業場外資源として、医療保険者を位置づけており、事業場における健康保持増進に係
る課題の把握や目標の設定等の際には、医療保険者から提供される情報等、客観的な数値を活用することが望ましい旨、示している（これらの内
容は令和２年３月31日のTHP指針改正で位置づけ。）。

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2019～「令和」新時代：「Society 5.0」への挑戦～」（令和元年６月21日閣議決定）等において、「生まれてから学
校、職場など生涯にわたる健診・検診情報の予防等への分析・活用を進めるため、マイナポータルを活用するＰＨＲとの関係も含めて対応を整理し、
健診・検診情報を2022年度を目処に標準化された形でデジタル化し蓄積する方策も含め、2020年夏までに工程化する。」等と記載されており、労働
安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「安衛法」という。）事業主健診データをマイナポータルで本人に提供することが求められている。

○ 40歳以上の労働者の事業主健診データについては、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）に基づき、保険者が事業主に対
して安衛法に基づく定期健診結果の提供を求めることができることとなっており、また、事業主は求めに応じて提供しなければならないこととなって
いる。保険者に提供した健診データについては、令和３年３月より、順次、特定健診データとしてマイナポータル等で労働者や医療機関が閲覧でき
るようになる予定である。しかし、法令上不要となっている同意取得の問題等により、中小企業等から保険者（協会けんぽ）への事業主健診データ
の提供が進んでいないとの指摘がある。

＜高齢者の医療の確保に関する法律＞
第27条（略）
２ 保険者は、加入者を使用している事業者等又は使用していた事業者等に対し、厚生労働省令で定めるところにより、労働安全衛生法その他の法令に基づき当
該事業者等が保存している当該加入者に係る健康診断に関する記録の写しを提供するよう求めることができる。

３ 前２項の規定により、特定健康診査若しくは特定保健指導に関する記録又は健康診断に関する記録の写しの提供を求められた他の保険者又は事業者等は、厚
生労働省令で定めるところにより、当該記録の写しを提供しなければならない。

○ 保険者に事業主健診データを提供することは、ＰＨＲの推進やコラボヘルス等の推進による労働者の健康保持増進につながり、さらに、労働者が
健康になることによって企業の労働生産性向上や経営改善・経済成長にもつながるため、労働者・事業者双方にメリットがあると考えられる。
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各政府計画における記載

成長戦略フォローアップ （令和元年６月21日閣議決定）

ⅰ）技術革新等を活用した効果的・効率的な医療・福祉サービスの確保
① 健康・医療・介護サービス提供の基盤となるデータ利活用の推進
エ）PHR の推進
•個人の健康状態や服薬履歴等を本人や家族が把握、日常生活改善や健康増進につなげるための仕組みであるPHR（Personal Health Record）を推
進する。マイナポータルを通じた個人へのデータ提供について、来年度から特定健診データの提供を開始するとともに、令和３年10 月請求分から、薬剤情報
のデータの提供を開始することを目指す。

•乳幼児期・学童期の健診・予防接種などの健康情報を一元的に活用し、必要に応じて受診につなげたり、医療の現場での正確なコミュニケーションに役立てた
りできる仕組みの構築に向け、検討を進める。乳幼児健診については、来年度からマイナポータルを通じたデータ提供を開始するため、自治体の健診データの
電子化・標準化への支援を行う。また、学校健診についても、健診データの電子化を促進するとともに、政府全体のPHR 推進に係る議論と連携して今後の必
要な工程を検討し、来年夏までに結論を得る。

• PHR の更なる推進のため、健診・検診に係るデータの電子化などの事項について、有識者による検討会で議論を進め、来年夏までに一定の結論を得る。
• PHR サービスモデル等の実証の成果を踏まえ、API 公開や民間事業者に必要なルールの在り方等を検討し、同サービスの普及展開を図る。

規制改革実施計画 （令和元年６月21日閣議決定）

(2)医療等分野におけるデータ利活用の促進
１．個々人が自らの健診情報を利活用するための環境整備(令和元年検討開始、令和２年度上期結論・措置)

a 健診情報について、データ利活用の必要性や活用方針を明確にし、公表する。
b 民間サービス事業者を含む、契約当事者となり得る関係者の意見を参考に、データ利活用の目的や契約の類型に応じて、契約の課題や論点を提示しつつ、
データ提供や利活用に関する契約条項例や条項作成時の考慮要素等をガイドライン等の形で示す。

２．データ利活用のための「標準規格」の確立(令和元年検討開始、令和２年度上期結論・措置)
b 現在、データヘルス改革の工程表として、全国の医療機関や薬局間において患者の医療情報を結ぶ「保健医療記録共有サービス」や国民に対する健診・薬
剤情報提供を目的とした「マイナポータルを活用したＰＨＲサービス」が予定されている。これらのサービス開始に向け、現行の課題を踏まえて、民間サービス事
業者を含む関係者の意見や海外の先進的な事例も参考に最低限必要となる標準規格を検討し、ガイドライン等の形で公表する。

３．データを活用した最適な医療サービス提供のための包括的な環境整備(令和元年検討開始、令和２年度上期結論・措置)
医療分野におけるデータ利活用の促進、及び、必要に応じて、今後の個人情報保護法制の議論に適切につなげるよう、「救命医療における患者情報の医

療機関共有」「セカンドオピニオンの取得」「自らの健診情報の取得と管理」など国民のニーズが高いと思われる具体的なケースについて、海外や他産業の事例も
調査し、費用対効果に留意しつつ、「個々人が自らの健診情報を利活用するための環境整備」「データ利活用のための『標準規格』の確立」の取組を含めて、
国民が医療情報を電子的に入手できる仕組みを始めとするデータ利活用のための包括的な環境整備に向けた検討を開始し、結論を得る。

経済財政運営と改革の基本方針2019～「令和」新時代：「Society 5.0」への挑戦～ （令和元年６月21日閣議決定）

生まれてから学校、職場など生涯にわたる健診・検診情報の予防等への分析・活用を進めるため、マイナポータルを活用するＰＨＲとの関係も含めて対応を整理し、
健診・検診情報を2022年度を目処に標準化された形でデジタル化し蓄積する方策も含め、2020年夏までに工程化する。

国民の健康づくりに向けた
PHRの推進に関する検討会（第１回） 資料２

p.2
令和元年９月11日
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事業主健診作業班における検討範囲について

事業者

保険者

3

40歳以上75歳未満40歳未満

定
期
健
診

＜実施者＞

特
定
健
診

＜発生する健診結果情報＞

２つの健診で共通する項目
が保険者に提供された場合、
その項目は保険者において
特定健診の項目として扱わ
れる。

※ 生活習慣予防健
診等として実施

高確法に基づく
特定健診項目

（平成30年度実績）
※協会けんぽでの実績
（協会けんぽ集計）

提供数：約107万人
特定健診実施率：7.1%

安衛法に基づく
定期健診項目

（平成30年度実績）
※協会けんぽでの実績
（協会けんぽ集計）
受診者数

：約882万人
特定健診実施率

：58.0%

（協会けんぽの例）

健康・医療・介護情報
利活用検討会（第３回）
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労働者の健診結果の閲覧について（方針案）

労働安全衛生法に基づく定期健診項目

マイナポータルを通じた閲覧

事業者

労働者

保険者

支払基金
サーバー

マイナポータル
（スマホ・PC）

服薬歴及び
喫煙歴等

高確法に基づく特定健診に相当する項目

４０歳以上７５歳未満の労
働者については、定期健診
データが特定健診データと
して活用されるスキームが
機能するよう推進。

４０歳未満の労働者につい
ても、事業者と保険者との
コラボヘルスが推進される
ことにより、定期健診デー
タが保険者に提供されるス
キームを構築

胸部エックス
線等

定期健診・特定健診
共通項目

※2021年３月以降（予定）
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健康・医療・介護情報
利活用検討会（第３回）

参考資
料３
p.10

令和２年６月15日



事業者から協会けんぽ等への健診結果の提供について（案）

事業者

受診者（労働者）

保険者
（協会けんぽ等）健診機関・医療機関

１
．
契
約

・
安
衛
法
の
健
診
実
施

・
労
働
者
へ
結
果
通
知

・
保
険
者
へ
結
果
提
供

※40歳以上
75歳未満

２．受診
・保険者番号の記入４

．
健
診
結
果
送
付
（
安
衛
法
の
項
目
）

費
用
請
求

５．支払い（高確法の健診分、データ加工分）

３．健診結果提供依頼通知

４．健診結果送付
（安衛法と高確法の項目）

４．健診結果送付（高確法の項目）
費用請求

５
．
支
払
い
（
安
衛
法
の
健
診
分
）

１．契約
・高確法の健診実施（安衛法の定期健診と高確
法の特定健診を同時に実施する場合）

・データ加工（電子化を含む）

安衛法に基づく健康確保措置

高
確
法
に
基
づ
く
特
定
保
健
指
導

5

○ 健診機関を通じて保険者へ健診結果を提供

健康・医療・介護情報
利活用検討会（第３回）
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事業者から健保組合への健診結果の提供について（案）

事業者

受診者（労働者）

保険者
（健保組合）

健診機関・医療機関

１
．
契
約

・
健
診
実
施

・
労
働
者
へ
結
果
通
知

※40歳以上
75歳未満

２．受診
・安衛法の定期健診と高確法の
特定健診を同時に実施

４
．
健
診
結
果
送
付

費
用
請
求

４．健診結果送付
（安衛法と高確法の項目）

５
．
支
払
い

安衛法に基づく健康確保措置

高
確
法
に
基
づ
く
特
定
保
健
指
導

３．健診結果提供依頼通知

４．健診結果送付
（高確法の項目）

6

○ 事業者から保険者へ健診結果を提供

※ここに掲げたスキームはあくまで一例であり、事業所・健診機関・保険者が三者契約を締結して実施するなどのケースも想定される。

※事業者から委任を受け提供する場合もある
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